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 本論文は、日本語母語話者、「台湾華語母語話者」(台湾における華語を母語とする話者)、それ
ぞれによる「依頼」とそれに対する「断り」とを含む実際の電話会話各３９件を検証資料として、
一連の会話展開の中で、依頼側と被依頼側が、相手の働きかけをどのように理解し、そして自分
の意図をどのような配慮に基づいてどのように表明するのかについて検証を試みている。そこで
明らかになった意図の伝達や対人配慮行動における特徴から、「依頼・断り」を扱った会話教育に
対人配慮行動という視点を取り入れることの重要性を論じ、さらに、台湾人日本語学習者におけ
る学習上の困難点を把握し、「待遇コミュニケーション」の観点を取り入れた会話教育のあり方を
提言している。 
 
 本論文においては、①「断りのストラテジー」の観点、②「行動展開パターン」の観点、③「コ
ミュニケーションにおける相互行為」の観点からの分析と考察の結果、次の諸点が明らかにされ
た。 
 
１）日台における「断り」のストラテジーの選択に関する共通点（最初には「事情説明」、最後に
は「謝罪」のストラテジーを多用する点など）、相違点（「日」における「謝罪」の多用、「台」
における「事情説明」の多用など）。 
２）日台における「断り」のストラテジーの選択に関する、依頼者との「相対的力（Ｐ）」の差に
よる相違点（「日」においては、「直接な断り」の使用は同位者で高い割合を占めるが、「台」
においては、後輩からの依頼を断るときに多用されることなど）。 
３）依頼に対する「断り」を談話レベルで捉えることにより明らかになる、日台における言語上
の特徴、および共通点（「事情説明」が断りたい意思を伝えるのに効果的である点など）、相
違点（「日」では「断り成立後」に「謝罪２回以上」のパターンが圧倒的に多いことなど）。 
４）依頼に対する「断り」を談話レベルで捉えることにより明らかになる、日台それぞれの断り
行動パターンの特徴（本来は依頼者側が中心に行う働きかけを先取りすることでコミュニケ
ーションをよりスムーズに展開させようとすることなど）と、人間関係維持の機能。 
５）依頼側と被依頼側が、相手の働きかけをどのように理解し、自分の意図をどのような配慮に
基づき表明するかという、待遇コミュニケーションとしての特徴（断り目的達成から会話終
了までの段階において、依頼側の「お詫び」や「感謝」、被依頼側により「お詫び」や「代案」
の配慮行動が見られることなど）。 
 
日本語教育における会話教育への応用を目指し、「依頼」とそれに対する「断り」の談話につい
て、日本語母語話者と「台湾華語母語話者」の談話を｢待遇コミュニケーション｣としてのストラ
テジーの観点から丹念に調査、分析した論考であり、従来、自然談話資料の記述のなかった「台
湾華語母語話者」の「依頼」とそれに対する「断り」の談話を周到な設計に基づき収集し、同じ
設計により収集した日本語母語話者との比較を行った点に、本研究の独自性が認められる。 
 
申請者は、修士論文以来、一貫して「依頼」に対する「断り」を巡った論考を著してきた。 
本論文においては、①異文化コミュニケーション概念を導入した言語行動の比較、②日本語教
育への提言、という重要な二点が付加され、長足の進歩を遂げている。従来用いてきた「日台対
照」は、「日台の言語行動の比較」に置き換えられているが、むしろ、それにより申請者の目指す
ものが実現されるようになったと言ってよいだろう。結論もほぼ妥当なものであり、「台湾華語母
語話者」の言語行動を言い得ていると考えられる。 
 
以上の点から、博士（日本語教育学）の学位を授与するに値する論文であると判断される。 
  
ただし、下記のような点がさらに課題として残る。今後はさらに考察を深め、より質の高い論
文を公刊していくことが期待される。 
 
（１）「台湾華語」という言い方は、必ずしも正確な言い方ではない。しかし、「普通語」、「国語」
と言うよりは、地政的配慮を加えた「華語」に「台湾」を加えた「台湾華語」という術語が、申
請者には現実味を帯びたものと言えるのかもしれない。 
 
（２）受理審査の段階で指摘した問題点の多くは改善されているが、時間的な制約のためか、用
語の不統一など、細かい部分の誤りが目につくのが惜しまれる。 
 
（３）日本語教育への応用の部分には、日本語母語話者と「台湾華語母語話者」それぞれに特
徴的なストラテジーが示されているが、全体の使用頻度の違いや段階による偏りなど、マクロ的
な違いも教育に生かすべきであろう。教育への応用については、今後の実践を通じて更なる発展
を期待したい。 
 
